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株 主 各 位
広島市中区東千田町二丁目 9番29号

広 島 電 鉄 株 式 会 社
代表取締役社長 大 田 哲 哉

第101回定時株主総会招集ご通知
拝啓　初夏の候ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
さて、当社第101回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年 6月
28日（月曜日）午後6時までに到着するよう折り返しご送付いただきたくお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　時 平成22年 6月29日（火曜日）午前10時
２．場　　所 広島市中区東千田町二丁目 9番29号

広電本社ビル 3階会議室（電車、広電本社前停留場下車）
３．目的事項

報告事項
１．第101期（平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで）
事業報告、計算書類および連結計算書類の内容報告の件

２．会計監査人および監査役会の第101期連結計算書類監査結果
報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
事業報告、計算書類、連結計算書類および株主総会参考書類の記載すべき事項を修正する

必要が生じた場合には、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.
hiroden.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。

平成22年 6月14日
証券コード 9033
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� 株式会社の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、世界的な景気後退に伴う企業業績や雇用
情勢の悪化、個人消費の低迷が続き、政府の景気対策等により一部に改善の兆
しが見られたものの、極めて厳しい状況で推移しました。
このような情勢のもと、当社におきましては、景気低迷に加え、新型インフ

ルエンザの感染懸念や、高速道路料金の特別割引による影響等から乗車人員が
大幅に減少する中、輸送の安全確保に努めるとともに、平成21年10月には、
ＩＣカード乗車券「ＰＡＳＰＹ」の電車・バス（一部高速バスを除く）全線へ
の導入を完了し、利便性の向上や乗降の円滑化を進めるなどサービスの向上を
図りました。
また、雇用面では、平成21年10月から新たな職種別賃金制度を導入し、契約

社員等を正社員に統一することで、職場の活性化や人材確保の充実等、長期的
な経営の安定化に努めました。
その結果、当事業年度は、不動産事業における大型物件の販売がなかったこ

ともあり、営業収益は前事業年度に比べ12.8％減の163億4,895万円、経常利益は
3 億5,111万円、当期純利益は 1 億6,579万円となりました。
当事業年度における部門別営業の概況は次のとおりであります。

� 鉄・軌道事業

電車部門におきましては、平成21年10月より、全線で運行間隔の見直しや、
1号線（広島駅～紙屋町東～広島港）および 5号線（広島駅～比治山下～広島
港）への連接車の増便、 2号線（広島駅～広電宮島口）の土曜日ダイヤ新設な
ど利用実態に見合ったダイヤ改正を行い、利便性の向上と輸送の効率化に努め
ました。平成22年 2月からは、「市役所前」および「皆実町六丁目」（宇品線）
電停や、「紙屋町シャレオ」地下広場において新型ロケーションシステムを設置
するなど、利用者へ分かりやすい運行情報の提供に努めました。

（ ）

（添　付　書　類）

事 業 報 告
平成21年 4月 1日から
平成22年 3月31日まで



また、平成21年10月に広島市主催で開催された「ＬＲＴ都市サミット広島
2009」に共催し、路面電車のＬＲＴ化によるまちづくり等への理解促進に努め
ました。
当事業年度の運輸成績を前事業年度と比較いたしますと、乗車人員は、鉄道

部門で5.4％、97万人の減少で1,719万人、軌道部門では5.9％、238万人の減少で
3,780万人となりました。旅客収入は、鉄道部門で5.5％、9,719万円の減収で16億
6,891万円、軌道部門では5.9％、2億5,673万円の減収で41億368万円となりました。
この結果、広告収入や受託工事収入も減少したため、鉄・軌道事業営業収益

は、6.8％減の61億4,192万円となり、8,271万円の営業損失となりました。

� 自 動 車 事 業

自動車部門におきましては、沿線人口の増加が続く西風新都線での、朝ラッ
シュを中心とした増便や、新広島市民球場（マツダスタジアム）のオープンに
伴う、プロ野球公式戦開催日のシャトルバスなど、需要に応じた運行を行うと
ともに、沼田線をループ線化し、高速 4号線経由により市内中心部への速達性
を向上させるなど、積極的に収益の確保に努めました。また、新たに定期券販
売窓口を江波営業所など市内の 3営業所に開設し、定期券購入者の利便性向上
を図りました。
車両更新につきましては、呉線へのハイブリッドバスや、西風新都線への

ＣＮＧ（圧縮天然ガス）ノンステップバスの投入など、低公害車両を導入し、
環境負荷低減に向けた取り組みを積極的に行いました。
当事業年度の運輸成績を前事業年度と比較いたしますと、乗車人員は4.4％、

159万人の減少で3,491万人、旅客収入は6.3％、 5億3,876万円の減収で80億5,665
万円となりました。
この結果、広告収入などを含む自動車事業営業収益は、6.1％減の83億8,043万
円となり、 1億1,086万円の営業利益となりました。

� 不 動 産 事 業

不動産部門におきましては、賃貸事業では、安佐南区�園のバス整備工場跡地
や、岩国市の土地建物の賃貸、駐車場の一括賃貸など、保有資産の有効活用に努
めました。しかしながらテナント解約や賃料値下げもあり、当事業年度の賃貸収
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入は、前事業年度と比較いたしますと、6.1％減の16億2,684万円となりました。
販売事業では、引き続き安佐南区の毘沙門台および川内の宅地分譲などを行

いましたが、分譲マンションなど大型物件の販売がなかったため、販売収入は、
前事業年度と比較いたしますと、86.7％減の 1億9,974万円となりました。
この結果、不動産事業営業収益は、43.5％減の18億2,658万円となり、 5億

9,883万円の営業利益となりました。

２．対処すべき課題

今後の経済見通しにつきましては、一部に回復の兆しが見られるものの、長
引くデフレの影響や海外景気の下振れ懸念、個人消費の低迷など、景気を下押
しするリスクが残り、当社を取り巻く環境は、依然厳しい状況が続くものと思
われます。
このような情勢のもと、安全と信頼の確保や、法令の遵守に努めるとともに、

電車部門におきましては、ロケーションシステムの高度化によるサービスの向
上や、宇品二丁目電停での折り返し運転による運行の効率化など、速達性や利
便性、快適性の向上を目指し、路面電車のＬＲＴ化に向け取り組んでまいります。
自動車部門におきましては、高速道路料金や軽油価格の動向など、不確定要

素も多く、変化に柔軟に対応した事業計画や、効率的なダイヤ編成を適切に行
うとともに、ノンステップバスやＣＮＧバスなど、バリアフリーや環境に配慮
した車両の導入を続けてまいります。
不動産部門におきましては、平成23年末の完成を目指して、「広島紙屋町プロ

ジェクト」の再開発ビルの建設を進めるとともに、商業施設を核とした「宇品
御幸プロジェクト」や、西風新都の「石内東地区開発事業プロジェクト」を進
めてまいります。
また、当社を中心とした広電グループにおきましては、前事業年度に策定し

た経営総合 5ヵ年計画「ＭＣＡプラン2012」に掲げた、様々な経営課題に取り
組むとともに、経済環境の変化に即して計画の見直しを行いながら、安定的な
経営を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続きご支援ご愛顧を賜りますよう、よろ
しくお願い申しあげます。
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３．設備投資の状況
当事業年度において実施した設備投資の総額は21億3,753万円であり、主なも

のは次のとおりであります。
鉄・軌道事業　ＩＣカードシステム導入　　
自動車事業　乗合バス購入　　　　　　18両

４．資金調達の状況
当事業年度の資金調達につきましては、第35回の社債発行や、シンジケート

ローン組成等の借入金による資金調達を行っております。なお、当事業年度末
現在の社債を含めた借入金総額は208億3,265万円で、前事業年度末と比べ10億
8,265万円増加しております。

５．財産及び損益の状況

（注）1．第97期の 1 株当たり当期純利益は、平成17年11月18日付で普通株式 1 株につ
き 3 株の割合をもって行った株式分割が、期首に行われたものとして算出し
ております。�

　　　2．第98期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成17年12月 9 日　企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　
平成17年12月 9 日　企業会計基準適用指針第 8 号）を適用しております。�

区　　　　分�
第　100　期�

　自平成20年 4月 1日�
至平成21年 3月31日�

第　101　期�
（当事業年度）�
　　自平成21年 4月 1日�
至平成22年 3月31日�

第　98　期�

　自平成18年 4月 1日�
至平成19年 3月31日�

第　99　期�

　自平成19年 4月 1日�
至平成20年 3月31日�

（千円）�

（千円）�

（千円）�

�

（千円）�

（千円）�

売 上 高 �

経 常 利 益 �

当期純利益又は�
当期純損失（△）�
1株当たり当期純利益又は�
1株当たり当期純損失（△）�

総 資 産 �

純 資 産 �

１，６４４，７３２ 

１，０１５，７６５ 

１６円７１銭�

７３，０９９，９５８ 

２６，０７２，０１０ 

１７，７６０，３４７ 

１，１９１，４８５ 

７８０，６８１ 

１２円８５銭�

７０，０２９，１４０ 

２６，１５９，０３９ 

１８，７４５，２０４ 

351,115

165,793

2円73銭�

70,996,263

26,242,989

16,348,953

１，７３５，１０１ 

△７，４５３，８７５ 

△１２２円６４銭�

７３，５２０，８３４ 

２５，７９７，８２９ 

１７，８８４，２７３ 
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６．主要な事業内容

　　　イ．鉄　道　事　業 

　　　イ．乗合自動車事業 

　　　ロ．貸切自動車事業 

　　　ロ．軌　道　事　業 

線　名 

宮 島 線  

営業キロ 

１６．１ 

区　　　　　　間 
広電西広島～広電宮島口  　（己　　斐） 

� 

駅　　数 

２１ 
カ所 

� カ所 

両 

両 

車 両 数 

１５６ 

線　名 

本 線  

宇 品 線  

横 川 線  

江 波 線  

皆 実 線  

白 島 線  

計 

営業キロ 

５．４ 

５．９ 

１．４ 

２．６ 

２．５ 

１．２ 

１９．０ 

区　　　　　　間 

広　島　駅～広電西広島  　（己　　斐） 

紙 屋 町 東～広　島　港  　（宇　　品） 

十 日 市 町～横　川　駅  

土　　　橋～江　　　波  

的　　場　　町～皆実町六丁目 

八　丁　堀～白　　　島  

 

停留場数 

１９ 

１９ 

５ 

６ 

７ 

５ 

６１ 

車 両 数 

 

 

 

 

 

 

１５２ 

事業区域は、広島市を中心に広島県西部および北部、ならびに高速道経由
米子・松江・浜田の各線 

総 系 統 数  
営 業 キ ロ  
車 両 数  

   271　系統 
1,186.6　� 
   410　　両 

事業区域は、広島県全域および山口県、島根県の各一部 
観光バスおよび会員バスの運行 

車 両 数     　9 　 　両 

　　�　自 動 車 事 業 

　　�　鉄・軌道事業  



－7－

７．主要な事業所
本　　　　　　　　社　　　広島市中区東千田町二丁目 9番29号

鉄・軌道事業
営業課　千田運転係　　　広島市中区東千田町

江波運転係　　　広島市中区江波西
西広島運転係　　　広島市西区草津南

自 動 車 事 業
仁 保 営 業 課 広島市南区仁保沖町
曙 営 業 課 広島市東区曙
江 波 営 業 課 広島市中区江波西
広 島 南 営 業 課　　　広島市中区西白島町
広 島 北 営 業 課　　　広島市西区小河内町
熊 野 営 業 課　　　広島県安芸郡熊野町
廿 日 市 営 業 課　　　広島県廿日市市宮園上

不 動 産 事 業
本　　　　　　　　店　　　広島市中区東千田町

８．使用人の状況

不動産賃貸 
造成宅地および建売住宅の販売 
不動産売買および賃貸物件のあっ旋 

　　�　不 動 産 事 業 

（注）出向者48名を含み、休職者 7名、労働組合専従者 6名、臨時雇・嘱託155名を含んでおり
ません。

△19 44.6 17.71,302

前事業年度末比増減� 平 均 年 齢 � 平均勤続年数�使 用 人 数�

名� 名� 歳� 年�



－8－

９．重要な子会社の状況

10．主要な借入先及び借入額

不動産賃貸業�１００ １２０，０００ 広電不動産株式会社�

物品販売業�１００ ９６，０００ 株式会社広電ストア�

土木・建築業�１００ ５０，０００ 広電建設株式会社�

主要な事業内容�出資比率�資　本　金�会 社 名�

千円� ％�

5,874,700株 式 会 社 広 島 銀 行 �

3,528,003株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行�

1,609,400三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社�

1,460,000株式会社日本政策投資銀行�

1,369,100中央三井信託銀行株式会社�

1,181,000日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 �

906,600株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 �

借 入 残 高 �借 入 先�

千円�



－9－

� 株式に関する事項

１．株式の状況
� 発行可能株式総数　　　　　 240,000千株
� 発行済株式の総数　　　　　　60,891千株
� 当事業年度末の株主数　　　　 3,866 名（前事業年度末比15名増）

２．大株主の状況（上位11名）

3.42,088株 式 会 社 広 島 銀 行 �

2.91,755株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行�

2.61,591広 島 日 野 自 動 車 株 式 会 社 �

2.31,403株 式 会 社 鴻 治 組 �

2.01,200広 島 ガ ス 株 式 会 社 �

1.91,170三井住友海上火災保険株式会社�

1.4840日本興亜損害保険株式会社�

1.2750日 野 自 動 車 株 式 会 社 �

1.2750野村信託銀行株式会社（退職給
付信託・三菱ＵＦＪ信託銀行口）�

2.51,500出 光 興 産 株 式 会 社 �

2.51,515みずほ信 託 銀 行 株 式 会 社 �
　退職給付信託　五洋建設口�

持 株 比 率 �持　株　数�株　　　　主　　　　名�
千株� ％�

（注）1．持株比率は、自己株式（125,615株）を控除して計算しております。
2．株式会社広島銀行の持株数には、株式会社広島銀行が退職給付信託の信託財産として
拠出している当社株式1,605千株（持株比率2.6％）を含んでおります（株主名簿上の
名義は「みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　広島銀行口」であります）。なお、
当該株式は、信託約款の定めにより株式会社広島銀行が議決権を留保しております。
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� 会社役員に関する事項

１．取締役及び監査役の状況

担　　　当 氏　　名 
 

重要な兼職の状況  

大 田 哲 哉  

地　　　位 

常 務 取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常 勤 監 査 役  

常 務 取 締 役  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広電不動産� 代表取締役社長
�ヒロデンプラザ 代表取締役社長 
�グリーンバーズ・ヒロデン 代表取締役社長 
広電興産� 代表取締役社長 
�交通会館 代表取締役社長 
広島商工会議所 会頭 

Ｍ・Ｓカンパニー 
プレジデント 
不動産カンパニー 
プレジデント 

総合企画 

電車カンパニー 
プレジデント 
バスカンパニー 
プレジデント 
Ｍ・Ｓカンパニー 
バイスプレジデント 
電車カンパニー 
バイスプレジデント 
バスカンパニー 
バイスプレジデント 

 

経営政策 
ＰＡＳＰＹ事業 

代表取締役社長 

椋 田 昌 夫  

名 越 　 元  

沼 田 卓 壮  

堀 江 裕 明  

岡 本 　 繁  

倉 本 勇 治  

藤 元 秀 樹  

田中祐太郎 

迫 　 孝 治  

監 査 役  日本定航保全�　　代表取締役社長 

広電観光�　　　　代表取締役会長 

 
西 村 泰 彦  

監 査 役  
  

榎 尾 　 誠  

越 智 秀 信  

（注）1．監査役西村泰彦氏および榎尾誠氏は、社外監査役であります。 
　　　2．当社は、株式会社東京証券取引所に対して、西村泰彦氏を独立役員とする独立役員届 
　　　　出書を提出しております。 
　　　3．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。 

�平成21年 6月26日開催の第100回定時株主総会において、越智秀信、沼田卓壮の両氏
は取締役に新たに選任され、それぞれ就任いたしました。 
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２．当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

３．社外役員の主な活動状況

当事業年度開催の取締役会25回、監査役会11回
の全てに出席し、監査役の立場で適宜意見を述
べております。�

榎 尾 　 誠 �監 査 役 �

当事業年度開催の取締役会25回のうち18回、監
査役会11回の全てに出席し、監査役の立場で適
宜意見を述べております。�

西 村 泰 彦 �監 査 役 �

主 な 活 動 状 況�氏　　名�区　　　分�

�同日開催の第100回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役和田敏夫、取締役藤
井克己の両氏は任期満了により退任いたしました。 
�同日開催の取締役会において、取締役の地位および担当が次のとおり変更されました。 

氏　　名 
越 智 秀 信  

地　　位 

沼 田 卓 壮  取 締 役  
常 務 取 締 役  

総合企画 
経営政策 

担　　当 

�平成22年 1月26日開催の取締役会において、取締役の担当が次のとおり変更されまし
た。 

氏　　名 
越 智 秀 信  

地　　位 
常 務 取 締 役  経営政策、ＰＡＳＰＹ事業 

担　　当 

148,785

27,450 
（12,780） 

121,335

支 給 額�

�

�

�
摘　　要�

15

3 
（２） 

12

支 給 人 員�

計�

監 査 役 �
（うち社外監査役）�

取 締 役 �

区　　　分�
千円�名�

（注）1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．上記支給人員および支給額には平成21年 6月26日開催の第100回定時株主総会におい
て退任いたしました取締役 2名6,015千円を含めております。

3．平成18年 6月29日開催の第97回定時株主総会決議にもとづく報酬限度額は、取締役年
額197,600千円以内、監査役年額38,400千円以内であります。

4．上記以外に当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額（取締役10名に対し34,500
千円、監査役 3名に対し4,700千円）を計上しております。

5．上記以外に平成21年 6月26日開催の第100回定時株主総会の決議により役員退職慰労金
（退任取締役 2名に対し28,400千円）を支給しております。
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� 会計監査人に関する事項

１．会計監査人の名称

あずさ監査法人

２．報酬等の額

３．解任または不再任の決定の方針

当社監査役会が会社法第340条第 1項各号に定める解任事由に該当する
と判断した場合。

36,000�　報酬等の額 

36,000�　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

金　　額 内　　　　　　　　容 

千円 

千円 

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法にもとづく監査と金融商品取引
法にもとづく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、�の金額には金融商品
取引法にもとづく監査の報酬等の額を含めております。

2．当社の子会社の広島観光開発株式会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の計算関
係書類の監査を受けております。
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� 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、業務の適正を確保するために

必要な体制の整備に関する基本方針について、次のとおり定めております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

取締役が重要事案の決定を行うにあたっては、法令及び定款に則り定めた取

締役会規程及び経営会議規程に基づき、取締役会や経営会議において適法性・

妥当性の有無をはじめとした総合的な検討を行う。また、取締役は、取締役会

や経営会議において職務の執行に関する報告を迅速に行い、他の取締役は報告

された内容に対し法令及び定款の遵守の状況を監督する。

使用人が日常の職務を執行するにあたっては、業務の組織的かつ効率的な運

営を図るために定めた職務権限明細書に基づき、稟議手続規程に従って起案し

た決裁文書により意思決定を行い、会社組織として適法・適正に職務を執行す

る。

当社は、財務報告の作成及び開示にあたっては、有効な内部統制システムの

整備・運用を行い、財務報告の適正性を確保する。また、取締役会規程及び経

営会議規程その他の社内規程について、常に最新の法令に基づき改正を行い、

取締役及び使用人への周知徹底に努める。

また、当社は、警察や顧問弁護士等と連携し、市民社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対

応する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会議事録、取締役会議事録及び経営会議開催記録については、法令及

び社内規程に基づき作成し、職務所管部署において適切に保存・管理する。

取締役会及び経営会議に付議し承認された議案書及び決裁文書については、

各起案部署において適切に保存・管理する。

契約書その他の取締役の職務の執行に係る重要な文書については、契約締結

部署、職務所管部署において適切に保存・管理する。
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的リスクや緊急対応を要するリスクが発生した場合には、代表取締役社

長はリスク対応統括責任者として各取締役を指揮し、各取締役はリスク対応統

括責任者のもとで担当部門を指揮することにより、リスク発生による損害を最

小限に止める。

電車・バス事業におけるリスクについては、第一の使命である安全運行を確

保するため、電車、バスのカンパニーごとに制定した安全管理規程をはじめと

する社内規程に基づき、リスクが発生した時には迅速かつ的確に対応する。ま

た、各事業の指導・教育担当部署は、使用人に対し、定期的にリスク発生の回

避及びリスク発生時の損害を最小限に止めるための迅速な対応について指導・

教育を行う。

不動産事業におけるリスクについては、土地・建物の賃貸・販売及び保有に

より発生が予想されるリスクを抽出し、リスク発生時の迅速かつ的確な対応を

あらかじめ想定することにより、リスク発生の回避及びリスク発生時の損害を

最小限に止めるように努める。

当社が行う事業における新たな事業機会の検討・実施にあたっては、想定さ

れるリスクについて必要に応じて外部の専門家の意見・助言を取り入れながら

十分な検討を行い、事業の実施にあたっては、想定されるリスクを排除し、ま

たはでき得る限り縮小させたうえで実施する。

取締役及び使用人は、職務の執行の過程におけるリスクを回避するため、法

律上の判断を要する場合には顧問弁護士に、会計上の判断を要する場合には会

計監査人にそれぞれ適宜相談し、得られた助言・提案をもとに職務を行う。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、電車、バス、不動産及びＭ・Ｓの 4カンパニーからなるカンパニー
制を採用し、カンパニーごとに採算性を重視した経営を行うとともに、会社組

織全体としての業績管理とカンパニーを横断した業務を行うため、カンパニー

から独立した組織として経営政策、総合企画の 2グループを設ける。また、各
カンパニー及び上記 2グループの業務執行責任者は取締役が務め、意思決定の
迅速化と業務執行の効率化を図る。
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当社は、取締役の職務執行を効率的に行うため、取締役会については毎月 1
回以上、経営会議については原則として毎週開催し、取締役相互による活発な

議論を経たうえで重要事案に対する意思決定を行う。

取締役は、経営環境の変化への迅速な対応と安定した収益構造の構築を目的

として策定した経営総合 5ヵ年計画を着実に推進しつつ、進捗状況について定
期的にフォローアップを行い、適正かつ効率的な経営により利益の確保に努める。

５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

当社は、関係会社の運営管理において、総合企業体としての利益を確保する

ために関係会社統括要綱を定め、関係会社各社の自主的経営を尊重しつつ、重

要事案の決定にあたっては当社への事前協議を求め、また、経営上の重要事項

については当社への報告を求める。これらの協議・報告について、当社は必要

に応じて当該内容の適法性・妥当性について確認を行い、場合によっては顧問

弁護士や会計監査人に相談の上、総合企業体として適法・適正に業務を執行する。

また、当社は、監査グループ及び社外の弁護士事務所を内部通報窓口とする

企業倫理ヘルプラインの運用等を通じ、当社及び関係会社各社における組織的

または個人的な法令違反及び不正行為の早期発見と是正を図る。

当社を含めた関係会社各社の情報共有及び相互協力を図るため、必要に応じ

て関係会社社長会を開催し、総合企業体としての収益性の向上に努める。

重要な関係会社は、当社に準じて経営総合 5ヵ年計画を策定し、適正かつ効
率的な経営により利益の確保に努める。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、各カンパニーから独立した部署である監査グループが内部監査を担

当しており、監査役は、職務を補助するものとして、監査グループ所属員を直

接使用することができる。

監査グループ所属員の人事異動に関する事項については、人事担当取締役は

事前に監査役と協議するものとする。
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７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

取締役及び使用人は、いつでも監査役の求めに応じて職務の執行状況を報告

する。

また、職務執行の過程において、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実、法令及び定款に違反するおそれのある事実その他重大な疑義が生じた場合

には、監査役へ速やかに報告を行う。

重要な決裁文書については、稟議手続規程に基づき、速やかに常勤監査役へ

通知する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針にしたがい、取締役会及び経営会

議その他の重要な会議に出席し、重要事案に対する協議の内容や意思決定の過

程を把握するとともに、取締役がこれらの重要な会議で適宜行う業務執行の状

況報告を聴取する。

なお、取締役及び使用人は、重要な会議の開催にあたり、必要に応じて監査

役へ事前に通知し、監査役の取締役及び使用人の職務執行に対する監査の機会

を確保する。

当社は、代表取締役社長と監査役との情報交換会を、年 2回定期的に開催する。
また、上半期・下半期ごとに行われる監査役による定期監査では、課長、チ

ームリーダー並びにグループマネジャーへのヒアリングを実施し、日常の職務

執行に関する詳細な聴取を行い、定期監査終了後に監査結果の報告及び取締役

に対する職務執行についてのヒアリングを行う目的で、各取締役と監査役との

間で情報交換会を開催する。

������������������������������������

※　本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てておりま

す。また、比率は、表示単位未満を四捨五入しております。
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貸　借　対　照　表
（ 平成22年 3月31日現在 ）

（純 資 産 の 部） �
株 主 資 本  �
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
資 本 準 備 金 �
その他資本剰余金�

利 益 剰 余 金 �
利 益 準 備 金 �
その他利益剰余金�
特別償却準備金�
繰越利益剰余金�

自 己 株 式 �
評価・換算差額等�
その他有価証券評価差額金 �
土 地 再評価差額金�

 
６,１３１,８２４ 
２,３３５,６２５ 
１,９７５,９２２ 
１,９７１,８８４ 

４,０３７ 
１,８７０,１８０ 
２２５,０００ 

１,６４５,１８０ 
１０８,５４１ 

１,５３６,６３８ 
△  ４９,９０３ 

２０,１１１,１６５ 
７２１,８１０ 

１９,３８９,３５４ 

負　債　合　計� ４４,７５３,２７４ 

（負 債 の 部） �
流 動 負 債  �
短 期 借 入 金 �
１年内償還予定の社債�
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
預 り 連 絡 運 賃 �
預 り 金 �
前 受 運 賃 �
前 受 金 �
前 受 収 益 �
賞 与 引 当 金 �
その他の流動負債�

固 定 負 債  �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
繰 延 税 金 負 債 �
再評価に係る繰延税金負債   �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
債務保証損失引当金�
関係会社事業損失引当金�
その他の固定負債�

 
１５,１０８,４３０ 
１０,５３５,３０８ 
１,０９５,１００ 
１,０３８,１０２ 
４６３,７７２ 
２６,３７６ 
８６,５８０ 
７６,５２４ 
４０３,１９７ 
１５４,３０６ 
４５４,２４５ 
６７,４８１ 
６９２,２６１ 
１５,１７３ 

２９,６４４,８４３ 
１,２１９,７５０ 
７,９８２,４９６ 
４６２,２９２ 

１３,３４０,７９０ 
１,４６０,０３０ 
１９５,３００ 

２,９９８,０００ 
１,２９７,０００ 
６８９,１８４ 

純 資 産 合 計 � ２６,２４２,９８９ 
負 債 純 資 産 合 計 � ７０,９９６,２６３ 

科　　　　目� 金　　額�

（資 産 の 部）�
流 動 資 産  �
現 金 及 び 預 金 �
未 収 運 賃 �
未 収 金 �
未 収 収 益 �
短 期 貸 付 金 �
販売土地及び建物�
貯 蔵 品 �
前 払 金 �
前 払 費 用 �
繰 延 税 金 資 産 �
その他の流動資産�
貸 倒 引 当 金 �
�
固 定 資 産  �
鉄・軌道事業固定資産�
自動車事業固定資産�
不動産事業固定資産�
各事業関連固定資産�
建 設 仮 勘 定 �
投資その他の資産�
関 係 会 社 株 式 �
投 資 有 価 証 券 �
出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
前 払 年 金 費 用 �
そ の 他 の 投 資 等 �
貸 倒 引 当 金 �

 
１４,０７５,４１８ 
２,６９２,１４６ 
１７３,４６７ 

１,０９０,０３６ 
３５,４８６ 
２６,３５７ 

９,３１３,２７０ 
３４２,１２９ 
２７,３００ 
７,７９９ 

３３４,６５５ 
３９,４７０ 
△  ６,７００ 

 
５６,９２０,８４５ 
１２,４４０,１４０ 
１０,６３５,６２６ 
２４,１９４,７０８ 
２,１１５,４７５ 
７４７,０９０ 

６,７８７,８０４ 
１,２６２,０３２ 
３,６７３,８５１ 

７６ 
２３,１９８ 

１,４０１,４３４ 
７３７,１１１ 

△  ３０９,９００ 

資 　 産 　 合 　 計 � ７０,９９６,２６３ 

科　　　　目� 金　　額�
�

�

�

（単位：千円）�
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損　益　計　算　書
（ 平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで ）

鉄 ・ 軌 道 事 業 �
営 業 収 益 �
営 業 費 �
営 業 損 失 �

自 動 車 事 業 �
営 業 収 益 �
営 業 費 �
営 業 利 益 �

不 動 産 事 業 �
営 業 収 益 �
営 業 費 �
営 業 利 益 �

全 事 業 営 業 利 益 �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 及 び 配 当 金 �
そ の 他 の 収 益 �

営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
そ の 他 の 費 用 �

経 常 利 益 �
特 別 利 益 �
固 定 資 産 売 却 益 �
工 事 負 担 金 等 受 入 額 �
そ の 他 �

特 別 損 失 �
固 定 資 産 除 却 損 �
固 定 資 産 圧 縮 損 �
減 損 損 失 �
投 資 有 価 証 券 売 却 損 �

税 引 前 当 期 純 利 益 �
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

当 期 純 利 益 �

金　　　　　　　　　　額�科　　　　　　　目�
�

６,１４１,９２８ 
６,２２４,６４３ 

    
    

８,３８０,４３５ 
８,２６９,５７０ 

    
    

１,８２６,５８８ 
１,２２７,７５０ 

    
    
    

１０７,５６７ 
１９６,１８６ 

    
３４３,９５４ 
２３５,６７２ 

    
    

７,８００ 
８１３,６１１ 
１６,２５９ 

    
２１５,７５２ 
４８７,３８４ 
３,３４３ 

１１２,２７１ 
    

１６５,８８２ 
３８,３５９ 

�
    
    

８２,７１４ 
    
    
    

１１０,８６５ 
    
    
    

５９８,８３７ 
６２６,９８８ 

    
    

３０３,７５４ 
    
    

５７９,６２７ 
３５１,１１５ 

    
    
    

８３７,６７１ 
    
    
    
    

８１８,７５１ 
３７０,０３５ 

    
２０４,２４２ 
１６５,７９３ 

（単位：千円）�
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株主資本等変動計算書
（ 平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで ）

�

　�
　�
　�

　�

　�

－�
2,335,625

2,335,625

資本剰余金�

資　本�
準備金�

その他�
資　本�
剰余金�

資　本�
剰余金 �
合　計�

利益剰余金�

利　益�
準備金�

資本金�

株 主 資 本 �

�

　�
　�
　�

　�

　�

－�
1,971,884

1,971,884
�

　�
　�
　�

　�

　�

－�
4,037

4,037
�

　�
　�
　�

　�

　�

－�
1,975,922

1,975,922
�

　�
　�
　�

　�

　�

－�
225,000

225,000

その他利益剰余金�
特別償却�
準 備 金�

�

22,517
△ 32,984

　�

　�

　�

△ 10,466
108,541

119,008

繰越利益�
剰 余 金�

�

△ 22,517
32,984
165,793

△ 4,293

　�

20,046
1,536,638

1,516,592

利　益�
剰余金 �
合　計�

�

－�
－�

165,793

△ 4,293

　�

9,580
1,870,180

1,860,600

自己�
株式�

�

　�
　�
　�

　�

　�

△ 803
△ 49,903

△ 49,100

株主�
資本�
合計�

�

－�
－�

165,793

△ 4,293

　�

8,776
6,131,824

6,123,047
当期変動額�

特別償却準備金の積立�
特別償却準備金の取崩�
当期純利益�

土地再評価差額金の取崩�
株主資本以外の項目�
の当期変動額（純額）�
当期変動額合計�
当期末残高�

前期末残高�

�

評価・�
換　算�
差額等�
合　計�

純資産�
合　計�

土　地�
再評価�
差額金�

そ の 他�
有価証券�
評　　価�
差 額 金�

評価・換算差額等�

　� 　� 　� 　� 　� 　�△ 151,919 △ 151,919 　�△ 151,919剰余金の配当�

　� 　� 　� 　� 　� 　� 　� 　� △ 803 △ 803自己株式の取得�

�

　�
　�
　�

　�

70,879

70,879 4,293
721,810

650,930
�

　�
　�
　�

　�

4,293

19,389,354

19,385,061
�

　�
　�
　�

　�

75,173

75,173
20,111,165

20,035,992
　�

－�
－�

165,793

△ 4,293

75,173

83,949
26,242,989

26,159,039
当期変動額�

特別償却準備金の積立�
特別償却準備金の取崩�
当期純利益�

土地再評価差額金の取崩�
株主資本以外の項目�
の当期変動額（純額）�
当期変動額合計�
当期末残高�

前期末残高�

　� 　� 　�△ 151,919剰余金の配当�

　� 　� 　� △ 803自己株式の取得�

�

（単位：千円）�
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法にもとづく原価法
その他有価証券
時価のあるもの　　決算末日の市場価格等にもとづく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定）

時価のないもの　　移動平均法にもとづく原価法
� たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
販売土地及び建物　　個別法
貯 　 蔵 　 品　　移動平均法

（2）固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年 4月 1日以降に取得した
建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。ま
た、鉄・軌道事業固定資産の構築物のうち取替資産については取替法を
採用しております。

� 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用
可能期間（ 5年）にもとづく定額法によっております。

� リース資産
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

（3）引当金の計上基準
� 貸倒引当金

諸債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討した貸倒見積額を計上しております。

� 賞与引当金
従業員に支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見
込額を計上しております。

� 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
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及び年金資産の見込額にもとづき、当事業年度末において発生している
額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、当社保有株式による退職給付
信託を設定し、残額を15年による按分額で費用処理しております。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（11年）による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（11年）による按分額を、それぞれ発生の
翌事業年度より費用処理しております。

� 役員退職慰労引当金
役員の退任により支給する退職慰労金に充てるため、退職慰労金に関
する内規にもとづく基準額を計上しております。

� 債務保証損失引当金
関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、保証先の財政状態
等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

� 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘
案し、当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
� 繰延資産の処理方法

社債発行費は支出時に全額費用処理しております。
� ヘッジ会計の処理

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処
理を採用しております。

� 工事負担金等の会計処理
工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価
から直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を「工事負担金等
受入額」として特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から
直接減額した額を「固定資産圧縮損」として特別損失に計上しております。

� 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象
外消費税等は発生時の費用としております。

� 会計方針の変更
（退職給付債務の計算方法の変更）

当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その 3）」
（企業会計基準第19号　平成20年 7月31日）を適用しております。
これによる財務諸表への影響はありません。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
� 担保に供している資産

貯　　　蔵　　　品 125,674千円
鉄・軌道事業固定資産 12,015,202＿＿
自動車事業固定資産 6,406,472＿＿
不動産事業固定資産 8,859,258＿＿
各事業関連固定資産 759,047＿＿
投 資 有 価 証 券 1,337,930＿＿＿＿＿＿＿＿

計 29,503,585＿＿＿＿＿＿＿＿
� 担保に係る債務

長 期 借 入 金 10,377,804千円
（ 1年内返済予定額を含む）

（3）有形固定資産の減価償却累計額 28,106,414千円
（4）事業用固定資産

有 形 固 定 資 産 49,222,192千円
土　　　　　　　地 38,376,521＿＿
建　　　　　　　物 4,563,614＿＿
構 　 　 築 　 　 物 2,001,146＿＿
車　　　　　　　両 3,497,462＿＿
そ 　 　 の 　 　 他 783,447＿＿

無 形 固 定 資 産 163,758＿＿
（5）債務保証等

関係会社の銀行ほかの借入金等に対し、債務保証及び保証類似行為を
行っております。

� 債務保証
広 電 不 動 産 � 951,000千円
� 広　電　ス　ト　ア 610,283＿＿
広 電 建 設 � 485,000＿＿
広 電 観 光 � 40,000＿＿
�ホテルニューヒロデン 524,500＿＿
広 電 興 産 � 191,000＿＿
� 交 通 会 館 287,360＿＿
ひろでん中国新聞旅行� 33,550＿＿＿＿＿＿＿＿

計 3,122,693＿＿＿＿＿＿＿＿
� 保証予約

広 電 建 設 � 390,000千円
広 電 観 光 � 280,000＿＿＿＿＿＿＿＿

計 670,000＿＿＿＿＿＿＿＿
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（6）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 404,460千円
長 期 金 銭 債 権 329,308＿＿
短 期 金 銭 債 務 233,602＿＿
長 期 金 銭 債 務 7,160＿＿

（7）工事負担金等累計額
固定資産のうち取得原価は下記の金額だけ国庫補助金、工事負担金等
の受入のため圧縮記帳を行っております。
圧 縮 記 帳 累 計 額 17,196,705千円

（8）土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年 3月31日公布法律第34号）及び

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年 3月31日改
正）にもとづき、事業用土地の再評価を行っております。
・再評価の方法　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成

10年 3月31日公布政令第119号）第 2条
第 3号に定める固定資産税評価額に合理
的な調整を行って算定する方法にもとづ
いて算定しており、再評価差額のうち税
効果相当額を固定負債の部に「再評価に
係る繰延税金負債」として、その他の金
額を純資産の部に「土地再評価差額金」
として計上しております。

・再評価を行った年月日　　平成13年 3月31日

３．損益計算書に関する注記
（1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）営業収益　　　　　　　16,348,953千円
（3）営 業 費　　　　　　　15,721,964千円

運送営業費及び売上原価 11,833,445千円
販売費及び一般管理費 1,471,404＿＿
諸　　　　　　　　　税 723,936＿＿
減　価　償　却　費 1,693,178＿＿

（4）関係会社との取引高
営業取引による取引高
営　　業　　収　　益 647,816千円
営　　　業　　　費 905,180＿＿
営業取引以外による取引高 393,051＿＿

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普　　通　　株　　式 125,615株＿
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
退職給付引当金 589,852千円
役員退職慰労引当金 78,901＿＿
賞与引当金 281,289＿＿
法定福利費未払費用 35,519＿＿
貸倒引当金 125,913＿＿
未払事業税 8,409＿＿
債務保証損失引当金 1,211,192＿＿
関係会社事業損失引当金 523,988＿＿
関係会社株式評価損 1,848,252＿＿
販売土地及び建物評価損 452,098＿＿
繰延税金負債（前払年金費用）との相殺 △566,179＿＿
繰延税金負債（その他有価証券評価差額
金）との相殺 △473,679＿＿
その他 15,087＿＿＿＿＿＿＿＿
繰延税金資産（負債）小計 4,130,643＿＿

評価性引当金 △4,258,280＿＿＿＿＿＿＿＿
繰延税金資産（負債）合計 △127,636＿＿＿＿＿＿＿＿

繰延税金資産（負債）の純額 △127,636＿＿＿＿＿＿＿＿
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引開始日が平成20年 3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引
（1）リース物件の取得原価相当額及び減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当額
一年内 15,691千円
一年超 15,992＿＿＿＿＿＿＿＿
合計 31,683＿＿＿＿＿＿＿＿
（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定
しております。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料 26,014千円
減価償却費相当額 26,014＿＿

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

７． 1株当たり情報に関する注記
（1） 1株当たり純資産額 431円87銭＿
（2） 1株当たり当期純利益 2円73銭＿

減価償却累計額�
相当額�
128,757

取得原価相当額�

自動車事業固定資産� 156,517
19,373 15,450
175,890

27,760

期末残高相当額�

3,923
計�

各事業関連固定資産�
31,683144,207

千円� 千円� 千円�
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連 結 貸 借 対 照 表
（ 平成22年 3月31日現在 ）

（純 資 産 の 部） �
株 主 資 本  �
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
自 己 株 式 �

評価・換算差額等�
その他有価証券評価差額金 �
土 地 再評価差額金�

少 数 株 主 持 分  �

 
８,３５６,４７６ 
２,３３５,６２５ 
１,９７２,８９９ 
４,１３２,４２２ 
△  ８４,４７０ 

２０,１２３,０１０ 
７３３,６５５ 

１９,３８９,３５４ 
５５７,８５６ 

負　債　合　計� ５７,４０７,２９７ 

（負 債 の 部） �
流 動 負 債  �
支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金 �
１年内償還予定の社債�
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
未 払 費 用 �
預 り 金 �
賞 与 引 当 金 �
役 員 賞 与 引 当 金 �
そ の 他 �
�

固 定 負 債  �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
繰 延 税 金 負 債 �
再評価に係る繰延税金負債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 �

 
２６,４９１,０２１ 
２,１００,７５３ 
１７,３０４,２５５ 
１,５８５,１００ 
２０９,３１１ 
１６９,６０９ 
６６０,６７６ 
７０５,１１６ 
８９２,４９０ 
１９,０００ 

２,８４４,７０７ 
 

３０,９１６,２７５ 
２,０２９,７５０ 
８,９５５,４９３ 
４７１,６３０ 

１３,３４０,７９０ 
１,８７２,０７６ 
２００,０８９ 

４,０４６,４４４ 

純 資 産 合 計 � ２９,０３７,３４３ 
負 債 純 資 産 合 計 � ８６,４４４,６４０ 

科　　　　目� 金　　額�

（資 産 の 部）�
流 動 資 産  �
現 金 及 び 預 金 �
受取手形及び売掛金�
販売土地及び建物�
未 成 工 事 支 出 金 �
商 品 及 び 製 品 �
原材料及び貯蔵品�
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �
�
�
固 定 資 産  �
有 形 固 定 資 産 �
建 物 及 び 構 築 物 �
機械装置及び運搬具�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
そ の 他 �
無 形 固 定 資 産 �
借 地 権 �
そ の 他 �
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
前 払 年 金 費 用 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

 
１９,５１６,１０５ 
５,６４９,６５２ 
２,５７０,３２４ 
９,４７５,４２３ 
３７２,３３９ 
１６６,２７７ 
３７８,８３１ 
４３１,６１４ 
４８８,０５４ 
△  １６,４１１ 

 
 

６６,９２８,５３４ 
５９,９２５,９４３ 
１１,９８５,１９１ 
４,７４１,９７５ 
４１,８３４,７３０ 

７８８,７８８ 
５７５,２５７ 
２３６,１９０ 
３５,５６６ 
２００,６２３ 

６,７６６,４００ 
４,１８３,８４３ 

２０,４８３ 
２８０,７４９ 

１,４０１,４３４ 
１,０００,３６０ 
△  １２０,４７１ 

資 　 産 　 合 　 計 � ８６,４４４,６４０ 

科　　　　目� 金　　額�
�

�

�

（単位：千円）�
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連 結 損 益 計 算 書
（ 平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで ）

  
 

２８,３６９,０５９ 
６,９４０,３３３ 

 
 

５,０１５ 
６８,５９３ 
３２,４８２ 
１１８,２２９ 
８０,１５３ 

 
５３５,６８０ 
１１８,２２９ 
１１７,６３９ 

 
 

８,０９５ 
１,２６３,３０５ 

８３,６９９ 
 

５４４,２６２ 
５３２,４１０ 
１３９,７２０ 
１１２,８２０ 

１１７ 
２１,３９６ 
１９,８３０ 

 
４２６,８１７ 
３８,８６２ 

３６,５０１,５８０ 
 
 

３５,３０９,３９２ 
１,１９２,１８７ 

 
 
 
 
 

３０４,４７３ 
 
 
 

７７１,５４９ 
７２５,１１１ 

 
 
 

１,３５５,１００ 
 
 
 
 
 
 
 

１,３７０,５５８ 
７０９,６５３ 

 
４６５,６８０ 
６４,３５２ 
１７９,６２０ 

営 業 収 益 �

営 業 費 �

運輸業等営業費及び売上原価�
販売費及び一般管理費�

営 業 利 益 �

営 業 外 収 益 �

受 取 利 息 �
受 取 配 当 金 �
持分法による投資利益�
受 託 工 事 収 入 �
そ の 他 �

営 業 外 費 用 �

支 払 利 息 �
受 託 工 事 費 用 �
そ の 他 �

経 常 利 益 �

特 別 利 益 �

固 定 資 産 売 却 益 �
工 事 負 担 金 等 受 入 額 �
そ の 他 �

特 別 損 失 �

固 定 資 産 除 却 損 �
固 定 資 産 圧 縮 損 �
減 損 損 失 �
投 資 有 価 証 券 売 却 損 �
投 資 有 価 証 券 評 価 損 �
和 解 金 �
そ の 他 �

税金等調整前当期純利益�

法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 利 益 �
当 期 純 利 益 �

金　　　　　　　　　　額�科　　　　　　　目�
（単位：千円）�
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連結株主資本等変動計算書
（ 平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで ）

　�

　�

△ 929

　�

△ 929

△ 84,470

　�

△ 83,540

　�

179,620

　�

△ 4,293

23,407

4,132,422

　�

4,109,014

　�

　�

　�

　�

－�

1,972,899

　�

1,972,899

　�

　�

　�

　�

－�

2,335,625

　�

2,335,625

当期変動額�

当期純利益�

自己株式の取得�

土地再評価差額金の取崩�

当期変動額合計�

当期末残高�

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）�

前期末残高�

　�

179,620

△ 929

△ 4,293

22,478

8,356,476

　�

8,333,998

自己株式�利益剰余金�資本剰余金�資 本 金� 株主資本�
合　　計�

株 主 資 本 ��

　�

　�

　�

　�

56,491

557,856

56,491

501,364

　�

　�

　�

　�

75,596

20,123,010

75,596

20,047,413

　�

　�

　�

　�

4,293

19,389,354

4,293

19,385,061

　�

　�

　�

　�

71,303

733,655

71,303

662,351

　�

179,620

　�△ 151,919　�　�剰余金の配当� △ 151,919

　�　�　�　� △ 151,919

△ 929

当期変動額�

当期純利益�

自己株式の取得�

土地再評価差額金の取崩�

当期変動額合計�

当期末残高�

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）�

前期末残高�

�

剰余金の配当�

△ 4,293

154,566

29,037,343

132,088

28,882,776

評価・換算
差額等合計�

土地再評価
差 額 金�

そ の 他�
有 価 証 券�
評価差額金�

少数株主�
持　　分�

評価・換算差額等�

純資産合計�

（単位：千円）�
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
� 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　14社
主要な連結子会社の名称
広電不動産�、�広電ストア、広電建設�、広電観光�、備北交通�、

�広電宮島ガーデン、宮島松大汽船�、�ヒロデンプラザ、�グリーン
バーズ・ヒロデン、�ホテルニューヒロデン、広電興産�、エイチ・デ
ィー西広島�、広島観光開発�、�交通会館

� 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
�やまとタクシー、広島観光汽船�、�広電商事
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、合計の総資産、営業収益、当期純損益及び利益剰余
金等からみて、いずれも小規模会社であり、かつ、全体として連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しており
ます。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社の数　　 3社
主要な会社等の名称
芸陽バス�、大亜工業�、ひろでん中国新聞旅行�
持分法非適用会社について持分法を適用しない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ連結純損益及び利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用から除外しております。

（3）会計処理基準に関する事項
� 資産の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの　　決算末日の市場価格等にもとづく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの　　移動平均法にもとづく原価法
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� たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商　　　　　　品　　売価還元法
販売土地及び建物　　個別法
貯　　蔵　　品　　移動平均法

� 固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）

原則として定率法を採用しております。ただし、ゴルフ場施設と平
成10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）について
は定額法を採用しております。また、鉄・軌道事業固定資産の構築物
のうち取替資産については取替法を採用しております。

� 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間（ 5年）にもとづく定額法に
よっております。

� リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。
� 引当金の計上基準
� 貸倒引当金

諸債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討した貸倒見積額を計上しております。

� 賞与引当金
従業員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。
� 役員賞与引当金

役員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支
給見込額を計上しております。

� 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額にもとづき、当連結会計年度末に発生し
ている額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、当社保有株式による退職給

付信託を設定し、残額を主として15年による按分額で費用処理してお
ります。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
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以内の一定の年数（11年）による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による按分額を、それぞ
れ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

� 役員退職慰労引当金
役員の退任により支給する退職慰労金に充てるため、退職慰労金に
関する内規にもとづく基準額を計上しております。

� 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高の計上基準
当連結会計年度の期首に存在する工事契約を含むすべての工事契約
において当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認
められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価
比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

� その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
� 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費は支出時に全額費用処理しております。
� ヘッジ会計の処理

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例
処理を採用しております。

� 工事負担金等の会計処理方法
工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原
価から直接減額して計上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を「工事負
担金等受入額」として特別利益に計上するとともに、固定資産の取得
原価から直接減額した額を「固定資産圧縮損」として特別損失に計上
しております。

� 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象
外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としております。

（4）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によってお
ります。

（5）のれん及び負ののれんの償却に関する事項
親会社持分額と連結子会社資本勘定の相殺消去差額は、 5年間で均等

償却しております。
（6）会計方針の変更
（工事契約に関する会計基準の適用）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額100,000
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千円以上かつ工期 1年超の工事については工事進行基準を、その他の工
事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す
る会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契
約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成
19年12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に着手し
た工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実
性が認められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積り
は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお
ります。
これにより、営業収益は210,475千円増加し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は17,700千円それぞれ増加しております。
（退職給付債務の計算方法の変更）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その
3）」（企業会計基準第19号　平成20年 7月31日）を適用しております。
これによる連結財務諸表への影響はありません。

２．連結貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
� 担保に供している資産

原材料及び貯蔵品 125,674千円
建 物 及 び 構 築 物 5,645,989＿＿
機械装置及び運搬具 3,077,056＿＿
土　　　　　　　地 23,811,366＿＿
そ　　　の　　　他 139,960＿＿
投 資 有 価 証 券 1,337,930＿＿＿＿＿＿＿＿

計 34,137,977＿＿＿＿＿＿＿＿
� 担保に係る債務

短　期　借　入　金 800,000千円
社　　　　　　　債 800,000＿＿
長　期　借　入　金 11,732,508＿＿
（１年内返済予定額を含む） ＿＿＿＿＿＿

計 13,332,508＿＿＿＿＿＿＿＿
（3）有形固定資産の減価償却累計額 43,849,365千円
（4）債務保証

連結子会社以外の会社の代理店契約にもとづく債務保証を行っておりま
す。

ひろでん中国新聞旅行� 33,550千円
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（5）土地の再評価
当社において、土地の再評価に関する法律（平成10年 3月31日公布法律

第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年
3月31日改正）にもとづき、事業用土地の再評価を行っております。
・再評価の方法　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年　

3月31日公布政令第119号）第 2条第 3号に
定める固定資産税評価額に合理的な調整を行
って算定する方法にもとづいて算定してお
り、再評価差額のうち税効果相当額を固定負
債の部に「再評価に係る繰延税金負債」とし
て、その他の金額を純資産の部に「土地再評
価差額金」として計上しております。

・再評価を行った年月日　　平成13年 3月31日

３．連結損益計算書に関する注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普　　通　　株　　式 60,891,000株
（3）配当に関する事項
� 配当金支払額

� 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計
年度となるもの
平成22年 6月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しております。
� 配当金の総額 151,913千円
� 配当の原資 利益剰余金
� 1株当たり配当額 2円 50銭
� 基準日 平成22年 3月31日
� 効力発生日 平成22年 6月30日

株式の種類�

平成21年 6月26日�
定時株主総会�

基準日�配当金の総額�
（千円）�

１株当たり�
配当額（円）�決　　　議�

平成21年�
6月29日�普通株式� 平成21年�

3月31日�

効力発生日�

151,919 2.50
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社及び連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、
銀行等金融機関からの借入等により資金を調達しております。借入金の使
途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。デ
リバティブは、一部の長期借入金の金利水準の変動によるリスクをヘッジ
するため、金利スワップ取引を利用しており、投機目的では利用しない方
針であります。
受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、各事業部門において、
取引先ごとに期日及び残高を管理し、財務状況の悪化等による回収懸念の
早期把握を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、
定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
平成22年 3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。

時　価 差　額 連結貸借対照表 
計上額 

�現金及び預金 

 

5,649,652 － 5,649,652
�受取手形及び売掛金 2,570,324 － 2,570,324
�投資有価証券 �  �
　その他有価証券 2,913,506 － 2,913,506

資産計 11,133,484 － 11,133,484
�支払手形及び買掛金 2,100,753 － 2,100,753
�短期借入金 10,115,000 － 10,115,000
�長期借入金 16,227,805 83,05716,144,748
�社債 3,643,699 28,8493,614,850

負債計 32,087,258 111,90631,975,352
	デリバティブ取引 － － － 

（単位：千円） 

（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項
�現金及び預金、並びに�受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
�投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

�支払手形及び買掛金、並びに�短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。
�長期借入金及び�社債

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
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６．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、広島県内において、賃貸用のオフィスビル
（土地を含む）を有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部につい
ては、当社及び一部の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使
用される部分を含む不動産としております。

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項

７． 1株当たり情報に関する注記
（1） 1株当たり純資産額 469円35銭＿
（2） 1株当たり当期純利益 2円96銭＿

（注）1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計
額を控除した金額であります。

2．時価の算定方法
主要な物件については、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件につ
いては、一定の評価額等が適切に市場価格を反映していると考えられるた
め、当該評価額や連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

3．紙屋町再開発事業（連結貸借対照表計上額1,755,140千円）は、開発中であ
ることから、時価を把握することが困難であるため、上表には含めており
ません。

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金
利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記
	参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同
様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引い
て算定する方法によっております。
	デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借
入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時
価に含めて記載しております（上記�参照）。

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額432,002千円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、「�投資有価証券　その他有価証券」に
は含めておりません。

17,917,068 19,159,253賃貸等不動産�

7,395,913 8,024,394賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産�

連結貸借対照表計上額� 時　価��

（単位：千円）�
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平 成 22 年 5 月 7 日

広 島 電 鉄 株 式 会 社
取　締　役　会　御　中

あ ず さ 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　佐　上　芳　春　�

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　薊　　　和　彦　�

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　河　合　聡一郎　�

当監査法人は、会社法第436条第 2項第 1号の規定に基づき、広島電鉄株式会社の平成

21年 4月 1日から平成22年 3月31日までの第101期事業年度の計算書類、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平 成 22 年 5 月 7 日

広 島 電 鉄 株 式 会 社
取　締　役　会　御　中

あ ず さ 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　佐　上　芳　春　�

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　薊　　　和　彦　�

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　　河　合　聡一郎　�

当監査法人は、会社法第444条第 4項の規定に基づき、広島電鉄株式会社の平成21年 4

月 1日から平成22年 3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行

った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、広島電鉄株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日までの第101期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1 ．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業

務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第 1項及び第 3項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びあずさ監査法人か

ら当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし

た。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
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の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表）について検討いたしました。

2 ．監査の結果

� 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財

務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

� 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

� 連結計算書類の監査結果

会計監査人　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成22年 5月11日

広島電鉄株式会社　監査役会

常勤監査役　迫　　　孝　治　�

社外監査役　西　村　泰　彦　�

社外監査役　榎　尾　　　誠　�

以　上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の配当の件

当期の剰余金の配当につきましては、当社を取り巻く経営環境が依然と
して厳しい業況にありますなか、財務状況や今後の見通しなどを慎重に検
討いたしました結果、次のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
� 配当財産の種類

金銭といたします。
� 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式 1株につき金 2円50銭　総額151,913,463円
� 剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年 6月30日

第２号議案 取締役10名選任の件
現在の取締役10名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、取締役10名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

所有する
当社株式
の　　数 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 氏名（生年月日） 
候補者
番　号 

40,000株 
平成 3年 6月 当社取締役 
平成 6年 7月 当社常務取締役 
平成 7年 5月 当社専務取締役 
平成 8年 4月 当社代表取締役社長（現在） 
（重要な兼職の状況）  
広電不動産� 代表取締役社長 
�ヒロデンプラザ 代表取締役社長 
�グリーンバーズ・ヒロデン 代表取締役社長 
広電興産�　 代表取締役社長 
�交通会館　 代表取締役社長 
広島商工会議所 会頭 

昭和38年 3月 当社入社 大田　哲哉 
（昭和15年12月23日生） 

1



所有する
当社株式
の　　数 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 氏名（生年月日） 
候補者
番　号 

なし 

18,000株 

3,000株 

12,000株 

3,000株 

昭和55年 4月 運輸省入省 
平成16年 7月 国土交通省政策統括官付政策調

整官 
平成18年 7月 国土交通省大臣官房参事官（総合

政策局総務課国際企画室長併任） 
平成21年 6月 当社常務取締役（現在） 
平成21年 6月 当社経営政策担当（現在） 
平成22年 1月 当社ＰＡＳＰＹ事業担当（現在） 
（重要な兼職の状況）  
広電観光�　 代表取締役会長 

昭和44年 3月 当社入社 
平成10年 5月 当社経営政策グループマネジャー 
平成15年 6月 当社取締役 
平成15年 6月 当社Ｍ・Ｓカンパニー 

プレジデント（現在） 
平成20年 6月 当社常務取締役（現在） 
昭和47年 3月 当社入社 
平成14年 7月 当社不動産開発グループマネジャー 
平成17年 6月 当社取締役（現在） 
平成17年 6月 当社不動産カンパニー 

プレジデント（現在） 

平成11年 6月 当社人材管理グループマネジャー 
平成15年 6月 �ホテルニューヒロデン 

代表取締役社長 
平成20年 6月 当社取締役（現在） 
平成20年 6月 当社電車カンパニー 

プレジデント（現在） 

昭和54年 3月 当社入社 

平成17年 6月 エイチ・ディー西広島� 
代表取締役社長 

平成20年 6月 当社取締役（現在） 
平成20年 6月 当社バスカンパニー 

プレジデント（現在） 

平成13年 6月 当社都市圏輸送グループマネジャー 

昭和52年 3月 当社入社 

越智　秀信 
（昭和32年 3月31日生） 

椋田　昌夫 
（昭和21年11月24日生） 

名越　　元 
（昭和22年 5月29日生） 

岡本　　繁 
（昭和30年12月15日生） 

堀江　裕明 
（昭和27年 8月14日生） 

2

3

4

6

5
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される田中祐太郎

氏に対し、在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲
内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、時期、方法等は取
締役会にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は次のとおりであります。

以　上

略　　　歴�氏　　名�

平成20年 6月�当社取締役（現在）�田中　祐太郎�

所有する
当社株式
の　　数 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 氏名（生年月日） 
候補者
番　号 

5,000株 昭和52年 3月 当社入社 倉本　勇治 
（昭和28年 5月17日生） 

7
平成11年 6月 当社審査グループマネジャー 
平成16年 6月 当社人材管理グループマネジャー 
平成20年 6月 当社取締役（現在） 
平成20年 6月 当社Ｍ・Ｓカンパニー 

バイスプレジデント（現在） 

3,000株 昭和54年 3月 当社入社 藤元　秀樹 
（昭和29年12月 7日生） 

8
平成14年 7月 当社電車技術グループマネジャー 
平成20年 6月 当社取締役（現在） 
平成20年 6月 当社電車カンパニー 

バイスプレジデント（現在） 

なし 昭和45年 4月 �園町採用 沼田　卓壮 
（昭和23年 1月 3日生） 

9
平成15年 4月 広島市南区長 
平成18年 4月 広島市人事委員会事務局長 
平成20年 4月 �広島勤労者職業福祉センター

理事長 
平成21年 6月 当社取締役（現在） 
平成21年 6月 当社総合企画担当（現在） 

2,000株 昭和56年 3月 当社入社 田中　栄治 
（昭和31年 8月 5日生） 

10
平成13年 6月 当社経理管理グループマネジャー

（現在） 

（注）各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 
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株主総会会場ご案内略図

会場　広島市中区東千田町二丁目 9番29号

広電本社ビル 3階会議室

交通　電車、広電本社前停留場下車

公共交通機関等をご利用いただき、お車でのご来場はご遠慮くだ

さいますようお願い申しあげます。

至五日市� 至海田�国道2号線�

広電本社ビル�

市役所前�

広島本社前�

御幸橋�

鷹野橋�

市役所前�
●広島市役所�

ガストピア�

広島ガス�

ヒロデンボウル�ヒロデンボウル�

日赤病院前�日赤病院前�

広電本社前�

御幸橋�マダムジョイ�
千田店�

御幸橋�

鷹野橋�

広島赤十字・�
原爆病院�
広島赤十字・�
原爆病院�

至
紙
屋
町�

至
八
丁
堀�

京
　
橋
　
川�

元
　
安
　
川� 京

　
橋
　
川�

元
　
安
　
川� ●�
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N
至広島港�
（宇品）�
至広島港�
（宇品）�




